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は じ め に

（財）河川環境管理財団は，河川環境の整備・保全に関する総合的な調査研究や各種啓発活動さらに河川公

園等の管理や河川整備基金の運営などを実施し，その成果を社会還元することによって，国民の生活環境の

向上に寄与することを目的として設置されています．

この目的達成と調査研究部門の一層の充実を図るべく，（財）河川環境管理財団内に河川環境総合研究所が

創設されて 14年が経過しました．現在は，各地域のニーズに対応するため，研究第 1部～第 4部（東京本部），

研究第 5部（大阪研究所），北海道事務所，名古屋事務所において調査研究業務を行うとともに，本部の研究

各部と地方事務所との連携による研究体制の充実を図り，効果的かつ効率的な業務遂行に努めています．

また，当財団では平成 18年度を初年度とした「河川環境管理財団基本計画」を定め，社会的要請の高い

課題に対して計画的に調査・研究するための一環として，より重点的に業務を実施していくこととしました．

この河川環境管理財団基本計画に位置づけされている重点プロジェクト研究の主要なテーマは以下のとおり

です．

1）	河川環境教育の推進に関する調査研究

2）	河川における市民連携の推進に関する調査研究

3）	河川の水環境の保全に関する調査研究

4）	河川環境の整備と保全及び河川利用に関する総合的な調査研究

5）	河川の維持管理に関する調査研究

河川環境総合研究所では，これら重点プロジェクト研究に対する調査研究を体系的に推進しながら，事業

実施における技術的課題の解決に向けた調査研究業務などを積極的に進めております．本報告は，このよう

な調査研究の成果を広く関係の方々に活用していただくとともに，適切に社会還元を図っていこうとするも

のであり，今年度で第 12号を発行することができました．これもひとえに国土交通省をはじめ関係各位の

ご指導，ご支援の賜物であり，ここに厚く御礼申し上げる次第です．

とくに，本報告は現場での活用を念頭においており，現場の第一線における河川環境への取り組みに資す

ることができれば幸いです．

当研究所では，わが国の河川環境の現状と国民のニーズを十分把握し，社会の要請に的確に応えていくべく，

一層の努力をしてまいる所存ですので，今後とも関係各位の暖かいご指導，ご支援をお願い申し上げる次第

です．

　

　　平成 18年 12月

財団法人　河川環境管理財団

理事長　鈴木　藤一郎

	



○研究所報告の編集について

本研究所報告の編集に際しましては，下記の編集委員からなる編集会議（2006.9.1）を行っております．

・編集委員

高木　不折	（財）河川環境管理財団　研究顧問

井上　和也	（財）河川環境管理財団　研究顧問　兼大阪研究所長

長谷川和義	（財）河川環境管理財団　研究顧問

山本　晃一	（財）河川環境管理財団　河川環境総合研究所長（：委員長）

宮尾　博一	（財）河川環境管理財団　理事

佐藤　和明	（財）河川環境管理財団　技術参与

・事務局

（財）河川環境管理財団　河川環境総合研究所　研究第１部

	



目　　　　次

Ⅰ　河川環境教育の推進に関する調査研究

１．河川環境教育の推進に関する研究	 ………………………………………………………………… 1

宮尾　博一・鎌田　照章・鈴木　茂樹・大西　伸和

Ⅱ　河川の水環境の保全に関する調査研究

２．面源負荷対策に関する研究	 …………………………………………………………………………19

阿部　徹・裵　義光・並木　嘉男

３．湖沼の流入負荷に関する研究	 ………………………………………………………………………30

阿部　徹・裵　義光・後藤　崇

Ⅲ　河川環境の整備と保全及び河川利用に関する総合的な調査研究

４．多摩川における生態系保持空間の管理保全方策について	 ………………………………………45

小林　豊・裵　義光・大手　俊治・並木　嘉男

５．霞ヶ浦の波浪対策と湖岸堤整備	 ……………………………………………………………………68

戸谷　英雄・玉川　勝巳・今井　聡

６．樋管工事に伴うオニバスのミティゲーション	 ……………………………………………………90

戸谷　英雄・玉川　勝巳

７．川づくり案検討過程における住民参加に関する研究	 ………………………………………… 109

鈴木　俊行・小松　俊一・谷　拓也

Ⅳ　河川の維持管理に関する調査研究

８．那珂川河口域における維持流量に関する研究	 ………………………………………………… 119

小林　豊・鶴田　康幸・田井　穣二

９．河道維持管理システムに関する検討	 …………………………………………………………… 133

山本　晃一・戸谷　英雄・阿左美　敏和



－ 1－



－ 2－ － 3－
 

 

 

2.2 環境教育における 3つの視点 

 

 環境教育は，その現場での取り組み内容から３つ

の視点のもと実施されていることが分かる．1 つは

自然保護や野鳥観察などの自然そのものを対象とし

た教育，2 つめは公害問題やリサイクル，エネルギ

ーなどの人間生活を対象とした教育，3 つめは地球

環境問題を対象とした教育である．これらは，単体

もしくは 2つの複合で行われている場合もあるが，

理想的には 3つのつながり・バランスを考え，共存

させること，そして次世代へ引き継ぐことが求めら

れている．これが「持続可能な社会」を構築するこ

とそのものであり，その実現のためには 3つの視点

を兼ね備えた，総合した形で環境教育を実施する必

要がある（図 2･1）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2･1 環境教育における 3つの視点 

 

2.3 川での体験活動を通した環境教育の有用性 

 

近年，2005 年 1 月の中央教育審議会 答申や 2006

年 2 月の中央教育審議会 審議経過報告などで体験

活動の重要性が指摘されているが，このような環境

教育を実施する上でも，まずは自ら問題を実感する

ために体験することが重要である．特に，自然体験

活動は有望と考えられる． 

それは，人間が元来，自然界で生きてきた生物で

あり，自然体験は他の体験活動に比べて特に人間の

五感に働きかけ，様々な感情をもたらし，それが，

特に子ども達の豊かな感性・人間性を育み，知的好

奇心や探究心を喚起することで，その成長を促すこ

とによる．そのような効果が，自然体験活動を実践

する様々なところで指摘されている． 

また，自然体験と道徳観・正義感の相関を示した

文部科学省の調査結果 5）によると（図 2･2），近年，

子どもの体験活動が減少する傾向にあるが，「チョウ

やトンボ・バッタなどの昆虫を捕まえた，太陽が昇

るところや沈むところを見た，夜空いっぱいに輝く

星をゆっくり見た」等の自然体験活動の多い子ども

ほど，「挨拶が出来る，悪いことをやめさせる，席を

ゆずる」ことのできる，道徳観・正義感の高い子ど

もとなる傾向にある，ということが定量的に示され

ている．ここで，同様の調査が平成 10 年にも実施さ

れているが，この傾向は近年さらに高まっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2･2 自然体験と道徳観・正義感（平成 17 年）5） 

（図中の色分けについて；自然体験，道徳観・正義感のありなし

を評価項目毎に 3 段階で評価後，集計して 5 段階で再評価） 

 

ここで特に，川は人間にとって最も身近な自然で

あり，また最も豊かな自然の一部である．そして，

人が集う，人間社会の影響の現れる場所となってい

る．したがって川における豊かで多様な体験活動は，

豊かな人間性や社会性を育み，地域の問題からひい

ては地球環境問題についても様々な示唆を与えてく

れるなど，先に挙げた３つの視点からの環境教育の

素材として非常にふさわしいと考えられる．そして，

時には生きるか死ぬかの場所になることも含めて，

自然と人間の多様な関わりをとおして人間を育てる

場になっているといえる． 

 

2.4 河川行政としての方向性 

 

 河川は，古来より人間の生活基盤を支えるととも

に，文明や文化を育んできた．人は灌漑や移動，運
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① 湖沼水質に影響を与える負荷の整理

② 面源負荷量の算定

③ 面源負荷対策メニューの整理

④ 排出および流達負荷量の予測モデル

⑤ モデル地区における面源負荷対策検討

３．面源からの負荷の考え方

3.1 湖沼水質に影響を与える負荷の整理 

 

本研究では，図 3･1に示す通り，湖沼水質に影響

を与える負荷を外部負荷，内部負荷，直接負荷の 3
つに分け，外部負荷はさらに点源負荷と面源負荷に

分けた．このうち，外部負荷は流入河川および残流

域から湖沼等に流入する負荷であり本研究の対象と

するものである．

面源負荷は，工場排水，生活排水等の点源からの

負荷と異なり，面的な広がりを有する市街地，農地，

森林等からの負荷であり，汚濁物質の排出地点を特

定することが難しい．汚濁源を点源と面源に区別す

る場合，土地利用にもとづいた地目分類を行うとと

もに，例えば，放牧における畜産ふん尿や畜産堆肥

の農地還元を面源負荷として取り扱うか否か等，面

源の定義および具体的な区分を明確にする必要があ

る．

 

図 3･1 湖沼水質に影響を与える負荷の分類 

また，負荷量を流出過程に着目して以下のように

分類する．市街地，農地，森林等において主に人為

活動により発生するものを発生負荷，発生負荷が降

水等に伴い水路や河川等に流出する地点での負荷を

排出負荷，排出負荷が河川等を通じて保全対象水域

（湖沼等）に流達する負荷を流達負荷と定義する．

排出負荷量の算定やモデルを用いた水質予測，対

策評価を行うためには，より現実的で効率的な検討

ができるような地目分類を行うことが重要である．

本研究における面源負荷の地目分類は市街地，農地

(水田および畑地)，森林 (山林)，その他の地目（ゴ

ルフ場，草原等）とした．

3.2 面源負荷量の算定 

負荷量を把握する方法には，原単位法によるもの

と L-Q 式によるものがある．原単位法は発生負荷や

排出負荷の発生源別原単位に発生源別基数を乗じる

ことにより発生負荷量や排出負荷量を算定するもの

であり，地目ごとに負荷量を算出できることから，

地目ごとに細かな対策を実施する場合の効果の予測，

評価が可能である．

また，L-Q 式による方法は，対象流域の主要河川

での流量および水質調査結果をもとに，流量と負荷

量（流量×水質）の関係曲線（L-Q 図）を作成し，

その曲線回帰式から負荷量を算出するものであり，

調査対象流域からの全体負荷量の把握や一様な地目

の流域での原単位の設定等に適用可能である．

本研究では，地目ごとの排出負荷量を算出できる

「排出負荷原単位法」により負荷量を算定した．排

出負荷原単位法は，汚濁物質が汚濁発生源の敷地境

界または流域界から公共用水域に流出する地点（排

水路等）で現地調査（水質・流量調査）を行い，直

接，排出負荷量を計測することを基本とする方法で

ある．ここでは，降雨時に 5～60 分間隔で採水した

結果から求められる負荷量を一降雨について総和し

た量を調査時の排出負荷量とし、原単位＝調査時排

出負荷量/調査時降雨量×年間降水量/365 日とした。

原単位の設定にあたっては，対策なしの原単位を

基本とし，対策を実施する場合には，対策の内容に

応じて対策ありの原単位を設定した．

対策ありの原単位算出は，対策実施によって削減

湖
沼
水
質
に
影
響
を
与
え
る
負
荷

外部負荷

内部負荷

直接負荷

点源負荷

・ 生活排水

・ 工場，事業場排水

・ 畜産排水 等

・ 底泥からの溶出

・ 湖沼での生物生産 等

・ 降雨

・ 養殖 等

面源負荷

・ 市街地

・ 農地

・ 森林 等



－ 20－ － 21－

された単位面積当りの負荷量を対策効果と考え，対

策なしの原単位に削減率等の削減係数を乗ずるこ

とにより行った．

４．面源負荷対策の検討 

 

4.1 面源負荷対策メニューの整理 

 

湖沼等に流入する面源負荷対策には，発生負荷対

策，排出負荷対策，流達負荷対策がある．面源負荷

対策は発生負荷対策の実施が最も効果的であり，あ

わせて排出および流達負荷対策についても積極的に

取り組む必要がある． 

発生負荷対策は，市街地，農地，森林等において，

主に人為活動により発生する負荷を対象とするもの

である．この段階では，人為活動による負荷の発生

防止，各地域内で堆積した負荷物質の除去等の対策

が考えられる．

排出負荷対策は，発生負荷が降水等に伴い水路や

河川等に流出する負荷を対象とするものであり，雨

水流出の制御，排出水の浄化等の対策がある．なお，

森林からの流出は基本的に自然負荷であるが，森林

の整備・保全施策は副次的に自然負荷を減らす効果

があるとして，排出負荷対策に含めて取り扱った．

流達負荷対策は，排出負荷が河川等を通じて湖沼

等に流達する負荷を対象とするものであり，流入河

川等での浄化による流達削減対策が考えられる．こ

の段階での水質は，実態上，市街地，農地，森林等

の負荷が混在する 3)．本研究では，排出および流達

負荷対策を検討対象とした．これらの内容をとりま

とめ，図 4･1および表 4･1に示す．

図 4･1 面源負荷対策の位置づけ 

 

表 4･1 面源負荷対策のメニュー3) 
区
分

発生負荷対策 排出負荷対策 流達負荷対策 

市
街
地

・雨水マス・管渠清掃
・路面清掃 
・ゴミ等の投棄防止 
・樹木管理等の促進 
等 

・雨水浸透マス・トレ
ンチ等による雨水
の地下浸透の促進 

・雨水貯留池の設置 
・各戸貯留施設の設置 
・植生浄化施設の設置 
・合流式下水道におけ

る越流水量の低減 
等 

農 
地

・施肥量の適正化 
・施肥方法の改善 
・肥料資材の改良 
・野菜作における輪作

の導入 
・不耕起移植栽培 
・田植工程の改善 

等
 

・循環かんがいの活用 
・農業用ため池を活用

した水処理 
・農業用排水路の浚渫 
・浄化型農業用排水路

の整備（植生浄化水
路の設置等） 

・畦からの漏水防止 
・水管理の改善 
・土壌表面の被覆 
・防風対策 
・脱窒・リンの吸着機

能の利用  等 

森 
林

・不法投棄防止 
等

 

・沈砂地，濁水防止工
等の整備 

・透水ダム工等の整備 
・流木防止施設整備や

流木の除去 
・森林等の適正管理
（間伐の推進等） 

・渓畔林の整備  等 

（河川等における施策）
・植生浄化施設の設置
・礫間浄化施設の設置
・薄層浄化水路の設置
・遊水地等の設置 
・河道の浚渫 
・渓畔林・河畔林の整備
・湿地・ワンド等の保全

再生 
・池の活用  等 

そ
の
他

・土地利用の適正化 
・畜産堆肥の利用の適正化 
・ゴルフ場・観光施設等の負荷対策 
・住民等の取組の促進  等 

 

4.2 排出および流達負荷量の予測モデル 

 

対策事業実施の効果把握や対策施設の効果的配

置に関する検討を行うためには，流域の土地利用特

性を反映できることに加え，水および物質の挙動を

表現できるモデルが必要であり，分布型モデルや要

素結合型モデルがある．本検討では，分布型モデル

の簡易版とされる要素集合型モデルを用いて，排出

および流達負荷量の予測・評価を行った．図 4･2 は

要素集合型解析モデルの概要図を示しており，モデ

ルの概要は次の通りである．
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3

2 1

4

５．モデル地区における面源負荷対策検討

 

5.1 原単位の設定

霞ヶ浦を対象としたケーススタディの実施にあたり，

面源の排出負荷原単位は，水田，畑地，森林，その

他については第４期霞ヶ浦水質保全計画の値とし，

市街地および道路については「市街地のノンポイン

ト対策に関する手引き 平成 14 年 3 月」6)の巻末資

料に記載されている調査データの中央値とした．こ

の結果を表 5･1 に示す．なお，点源負荷量は別途算

定した． 

表 5･1 面源の原単位 

5.2 対策が必要な流域の設定 

 

5.2.1 モデル流域（桜川）の選定 

モデル流域は以下の観点を踏まえ，「桜川」を選

定した．

・霞ヶ浦への流入汚濁負荷の影響の観点から，流入

河川のうち負荷量の割合が大きいこと（図5･1）．

・流域における対策の評価の観点から，面源負荷に

おける市街地，農地，森林の負荷量割合が概ね均

等であること．

・河川の水文・水質データ（流量の自記計測，定期

流量・水質調査）および既往の調査結果が活用で

きること．

 

 
小項目 単位 ＣＯＤ ＴＮ ＴＰ 備考 
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項目 網走湖 小川原湖 霞ヶ浦 琵琶湖 中海・宍道湖
面源負荷 面源系 耕地 田 文献値 独自調査 独自調査 独自調査 独自調査

ハス田 - - 独自調査 - -
畑 文献値 - 独自調査 独自調査 独自調査

市街地 日 文献値 - 独自調査 文献値 （不明）
山林 独自調査 - 独自調査 独自調査 独自調査
ゴルフ場 - - （山林の原単位を適用） （田の原単位を適用） -
降雨 - - - - 独自調査
その他 - 独自調査 - - -

点源負荷 生活系 し尿計画収集 文献値 独自調査 独自調査 文献値 （積み上げ）※2

下水道 文献値 - 独自調査 0※1 独自調査

下水道（雑排水のみ） 文献値 - - 0※1 文献値
合併浄化槽 - 独自調査 文献値 独自調査 文献値
単独浄化槽 文献値 独自調査 文献値 文献値 文献値
自家処理 文献値 - （不明） - -
農業集落排水 - 文献値 独自調査 独自調査 独自調査
農地還元 - - - 独自調査 -
未処理（雑排水） 文献値 - - - 文献値

家畜系 牛 文献値 独自調査 文献値 文献値 （不明）
豚 文献値 独自調査 文献値 文献値 （不明）
鶏 文献値 - - 文献値 -

水産系 こい養殖 - - 独自調査 - -

工業系 文献値 独自調査 独自調査 （積み上げ）※2
文献値、一部独自調査

事業系 事業所 文献値 - 独自調査 （積み上げ）※2 -
観光客 文献値 文献値 - - 独自調査

その他 地下水 - - 独自調査 -
※1）事業場からの負荷量で見込む。
※2）各施設の積み上げによる。（事業所ごと放流水質と放流水量から負荷量を算出。）

図 4･3（2）流量別負荷量分担図 

（形態別の比較：斐伊川） 

5. 原単位法による流域負荷量把握の 

現状と課題 

 

L-Q 式により流入負荷量を把握する場合に，現

状を把握するにあたっては便利であるが，流域の

土地利用形態が変化した将来の負荷量を推定する

ことはできない．将来の負荷量推定にあたっては，

従来，原単位の積み上げによる方法（以下，原単

位法と呼称）が用いられている．本検討では，こ

れら原単位法の現状を整理し，原単位法の課題に

ついて考察した．

5.1 原単位の設定方法（直轄 5 湖沼） 

 

使用する原単位の設定をどのように行っている

かについて直轄 5 湖沼にヒアリングを行った結果

を表 5･1 に示す．これより，いづれの湖沼におい

ても文献値による原単位と現地調査により設定し

た原単位の両方を使用している．

 表 5･1 原単位の設定方法の概要（直轄 5 湖沼）

 
 

 

5.2 流達率の算定方法 

 

原単位法を用いて流域からの負荷量を把握する

手法に流達率の概念がある．流出負荷量に対して

湖沼に入る負荷量の比率を計算するものであるが，

直轄 5 湖沼における状況を表 5･2 に示す．流達率

を計算するに当たって，L-Q 式から求めた日平均

負荷量を原単位で求めた負荷量で除した値を流達

率としている（小川原湖，霞ヶ浦，中海・宍道湖）．

網走湖は少し異なり，L-Q 式から求めた年平均流

量時負荷量を原単位法で求めた負荷量で除した値

を流達率としている．したがって，4 カ所で行っ

ている算出方法による負荷量は年によって変わっ

てくる．豊水年であれば L-Q 式から求めた負荷量

が大きくなることから，流達率は大きくなるが，

網走湖の方法によると年平均流量ということで規

定していることから，年平均流量が変わらない限
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河

川

汚濁源

流出負荷量

流達負荷量

発生負荷量

湖 沼

この地点における汚濁負荷量（流

出負荷量）を算出するための原単

位

（網走湖，小川原湖，霞ヶ浦，中

海・宍道湖の原単位が該当）

この地点における汚濁負荷量（流

達負荷量）を算出するための原単

位

（琵琶湖の原単位が該当）

流達率

り流達率は一定値となり，いづれの方法にも一長

一短ある．琵琶湖については流域別に，汚濁源別，

水質項目別の流出量を設定しており，かなり詳細

な検討を行っている．

表 5･2 流達率の算定方法の概要 

 

5.3 原単位と流達率の扱い 

原単位法により負荷量を算出する場合，一般に，

すべての発生源に対して原単位とそのフレームを

求め，発生負荷量を算出した後，処理率，除去率

を考慮して流出負荷量を求めた後に流達率を乗ず

る方法が用いられる．原単位と流達率の設定方法

について各湖沼にヒアリングを実施した結果，汚

濁負荷量の算出方法は大きく表 5･3 に示す 2 通り

の方法に区分され，概念図を図 5･1 に示す．

 

表 5･3 原単位と流達率の扱い 

原単位が表す 
もの 

流達率の扱い 
流達負荷量の 

求め方 
備考 

フレームあたり
の流出負荷量 

流域ごとに新た
に設定する 

（Σ原単位×フレ
ーム値）×流達率 

網走湖 
小川原湖 
霞ヶ浦 

中海・宍道湖

フレームあたり
の流達負荷量 

原単位に含まれ
ているため考慮

しない 

Σ原単位×フレー
ム値 

琵琶湖 

 
 
 

図 5･1 流域負荷流出の概念図 

 

5.4 原単位による流達負荷量算出の課題 

（直轄 5 湖沼） 

 

(1)降雨量の考慮について 

流域からの負荷量は，年間ベースで見ると出水

時のシェアは大きい．しかしながら，従来より用

いられている原単位法における負荷量の流出負荷

量は降雨による負荷量の変化を取り込んでいない．

(2)流達率について 

表 5･2 に示した原単位法による負荷量算定方法

の概要より，流達率に関する現状の手法の課題は

次の通りである．

①流達率を流達負荷量と流出負荷量の比率とす

る場合，流達率は原単位法により求めた流出

負荷量と L-Q 式により求めた流達負荷量と

により計算されるため単純な計算値となり，

土地利用や流出経路によらず同一の値となる．

②原単位の中に流達率を見込む場合，土地利用

ごとにその流達率を異なる値で与えるため，

土地利用や流出経路による流達率の違いを考

慮でき，流達負荷量をより実際に近い値で表

現できる可能性がある．現状では，原単位の

中に流達率を見込む場合であっても，その設

定根拠となる調査データは少ない．

流達率の設定
方法の概要

事  例

流達率
を算定

流達負荷量と
流出負荷量の
比率を流達率
とする．

L-Q 式から求めた年平均流量時の負
荷量を原単位法で求めた負荷量で除
した値（網走湖）

L-Q 式から求めた日平均負荷量を原
単位で求めた負荷量で除した値
（小川原湖、霞ヶ浦、中海・宍道湖）

流達率
を原単
位の中
に見込
む

既往の調査結
果，研究成果
等を参考とし
て汚濁源別・
水質項目別に
流達率を設定
する．

（琵琶湖）
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４.多摩川における生態系保持空間 

の管理保全方策について 
 

小林 豊*・裵 義光**・大手 俊治***・並木 嘉男**** 

 

 

１．はじめに 

「多摩川河川環境管理計画」は 1980 年（昭和 55）

に全国初の河川環境計画として策定された．その後，

2001 年（平成 13）3 月に機能空間配置の見直し等に

伴い，下流部については，水面・水際部を対象とし

た管理区分の設定などの改訂を実施した． 

2004 年（平成 16）6月には「特定外来生物による生

態系等に係わる被害の防止に関する法律（外来生物

法）」が公布され，外来種の生態系への影響や対応が

問題になった．多摩川においては，最近の調査によ

りオオブタクサやハリエンジュといった侵略的外来

種が，自然系保持空間で拡大していることが明らか

となった．さらに，かつて中流域に見られた礫河原

の減少や河口域におけるヨシ原の生育環境の変化や

ヨシ原の劣化が課題となった． 

すなわち，人為的な影響を極力排除した「生態系

保持空間（⑧空間）」における侵略的外来種の増加と

それに伴い，在来植生の減少を招いている．このこ

とは，今後の河川環境管理の管理方針（特に⑧空間）

を見直す必要性を示している． 

 本検討は，多摩川河川環境管理計画の見直し検討

の一環として多摩川における現状植生状況評価と自

然系保持空間の管理手法を検討したものである． 

ここでは，多摩川中流域の⑧空間（セグメント１

区間）における植生の立地条件の評価手法と植生の

保全対策と，河口域の⑧空間で，夏枯れ等の問題を

抱えているヨシ原の保全方策について報告する． 

２．セグメント１における植生立地条件の

検討 

2.1 立地条件検討内容 

 河道内の植生環境は，土壌，比高などの基盤環境

の状態や，洪水などによる基盤条件の変化・攪乱に

より変動変化するものである．動植物が生息生育す

る場の環境を規定する重要な物理環境の特性を示す

と考えられる指標のうち，日常の河川管理（定期縦

横断測量・水位観測・流量観測等）により把握する

ことのできる以下の４つの指標を用いて植生の立地

環境を評価した． 

・比高（平水位からの高さ） 

・水際線からの距離（平水時の水際からの距離） 

・冠水頻度（過去 10 年の日流量に対して冠水日数） 

・摩擦速度（過去 5ヶ年の最大流量） 

横断地形と生育  する植生の関係を解析するための

指標のイメージは，図 2･ 1のとおりである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第三部長 
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***（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第三部主任研究員  

**** パシフィックコンサルタンツ（株）河川部 （前 河川環境総合研究所 研究第二部主任研究員）
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〈基盤環境〉比高1.2ｍ，冠水頻度,年5日
〈植 生〉オギ群落

〈基盤環境〉比高1.8ｍ，冠水頻度,2年に1回
〈植 生〉オニグルミ群落

〈基盤環境〉比高3.1ｍ，冠水頻度,10年に1回
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図 2･1 解析イメージ 

比高に応じた摩擦速度 
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解析フロー図は図 2･2 のとおりである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.1 GIS を用いた情報抽出 

 植生のもつ，生育場の環境を抽出することを目的

に GIS 化した植生図を用い，横断図と重ねあわせる

ことで情報を抽出した．具体的には，定期横断測線

上に 5m 間隔で情報抽出地点を設定し，各地点の植生

情報と基盤環境情報（比高，冠水頻度）を横断図，

不等流計算結果，植生図等から整理した． 

（図 2･3 のイメージ図参照） 

2.1.2 物理環境を示す指標の算出方法 

1)比高：水分条件を表す指標の一つとして整理する．

平水位からの高さを地下水からの比高と仮定し

て算出した． 

2)水際線からの距離：水分条件を示す指標の一つと

して整理する．比高と同じ平水流量時の水域と陸

域の境界地点を基準に水平方向の距離を算出し

た． 

3)冠水頻度：洪水による攪乱条件の一つとして整理

する．情報抽出地点の地盤高と過去 10 ヵ年の日

流量より，その地点が 10 年間で冠水した日数を

計算し 1 年間当りの冠水頻度（日/年）を算出し

た（植生図の調査間隔がほぼ 10 年であることか

ら過去 10 年の日流量を採用した）． 

4)摩擦速度：洪水による攪乱条件の一つとして整理

した．植生調査の実施年より過去５ヵ年の最大流

量が流下した際に，情報抽出地点にかかる摩擦速

度を算出した． 

摩擦速度Ｕ*は，以下の式を用いて計算した． 

Ｕ*=(ｇ×Ｈ×Ｉ)^0.5 

ｇ：9.8ｍ/ｓ2 ,  Ｈ：情報抽出地点の水

深(m),  I：水面勾配（前後の断面の水位

差と区間距離より算定） 

なお，対象とする流量では冠水していない地点

の摩擦速度は 0.0ｍ/s として整理した． 

 

2.2 植生と物理環境の関係整理 

 

2.2.1 植生と物理環境の関係 

 S51 年・H6 年・H11 年の植生図を対象に，セグメ

ント 1（32.4km～61.8km）の植生と物理環境の関係

を整理した． 

以下に整理結果の例として，1976 年（昭和 51）

および 1994 年（平成 6）及び 1999 年（平成 11）の，

セグメント 1区間に関する比高の整理結果（上下位

15％のデータを除去した 70％レンジ，中央値，平均

値）を示す． 
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1999 年（平成 11） 
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図2･6をみると，1976 年(昭和 51)は4つのゾーンに

分類することができた．最も水際に近いグループ１

が，ミゾゾバ群集，オオクサキビ－ヤナギタデ群集

 

ハリエンジュ群落が生育している傾向がある． 

・ヨシ群落やオオクサキビ－ヤナギタデ群集など

水辺に生育する種は，概ね比高の中央値が約 2m

以下となっている場合が多い． 

3) 1999 年（平成 11）植生 

・自然裸地，オギ群落，ハリエンジュ群落，オオ

ブタクサ群落，アレチウリ群落，ツルヨシ群落

の出現頻度が高くなっている． 

・草本類が，平成 6年と比較してやや冠水頻度の

低いところに存在する傾向が見られる． 

これは，H11.8 洪水によって水際の植生等が破

壊されたことによる影響と考えられる. 

・セグメント 1区間の水際から生育している草本

類の水際線の距離が，50m 前後に集中化されて

いる傾向にある．これは，H11.8 洪水によって，

水際部の草本が破壊されたことによる考えら

れる． 

・ハリエンジュ群落やオギ群落の生育地の状況は，

平成 6年と大きく変化していない． 

 

2.2.2 植生の類型化 

 前述された，植生と物理環境の整理したものを用

い，人為改変等の影響を受けていない，河川域に生

育する植生を対象として，植生を類型化する．類型

化には，目的変数に植生をとり，比高及び摩擦速度

の中央値，70％レンジ上端値，70％レンジ下端値を

説明変数としたクラスター分析を用いて，類以した

物理環境上の立地条件をもつ植生をグルーピングし

た．グルーピング（類型化）した植生は，植生類型

区分と称し，水際に近く，比高も低いグループをグ

ループ１，水際より遠く比高が高くなるにつれ，グ

ループ２，グループ３・・・と定義した．なお，グ

ループ４は物理環境の変化が少なく，植生は樹木群

が主体となり安定した状態を保っている． 

整理結果の例として，図 2･6 にクラスタ分析の整

理結果（デントログラム）を示す． 
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を中心とするグループ１-１と自然裸地を中心とす

るグループ１-２に分類された． 

1994 年(平成 6)は，1976 年(昭和 51)と同様に 4

つのグループに分類することができる．最も水際に

近いグループ１は，自然裸地やナガバギシギシ－ギ

シギシ群集等から構成される．グループ２はツルヨ

シ群集とオニウシノケグサ群落がみられる．グルー

プ３は，オギ群集が圧倒的に占めている．グループ

４は，昭和 51 年と比較して生育種数も多くなりハリ

エンジュ群落等から構成される． 

1999 年(平成 11)の，グループ１は自然裸地とツ

ルヨシ群集のみであった．グループ２は，イヌコリ

ヤナギ群集などの他はアキノエノコログサ－コセン

ダングサ群集しか見られない．グループ３は，オギ

群集がほとんどを占めている．グループ４は細分化

されたが，他年度との整合からグループ４としてま

とめた． 

 

2.2.3 植生立地環境の経年変化 

表2・1に類型化した各ゾーンの各年植生変化を示す． 

グループ１は，自然裸地を主体とし，ナガバギシ

ギシ－ギシギシ群集，ミゾソバ群集，オオクサキビ

－オオイヌタデ群落が見られ，1999(平成 11)の出水

後にはツルヨシ群落が見られる．グループ２は，出

水などの影響によって群落構成が異なるが，3 ヵ年

を通してイヌコリヤナギなどが見られる．グループ

３は，オギ群集が主体となる．さらに比高が高い箇

所にグループ４が位置しており，ハリエンジュ群落

などの樹木群を中心とした構成となっている．樹木

群は，近年生育範囲を拡大しており，かつハリエン

ジュ群落の占める割合が高くなっている． 

1976 年(昭和 51)と 1994 年(平成 6)，1999 年(平

成 11)を比較すると，1976 年(昭和 51)植生は，自然

裸地タイプ（ミゾソバタイプ含む）～オギタイプの

植生群落数が多い状態であった．1994 年(平成 6)及

び出水による影響が大きい 1999 年(平成 11)の両年

において，グループ１における群落数の減少が見ら

れ，水際部植生の単調化が伺える．また，1976 年(昭

和 51)では，グループ２にマルバヤハズソウ－カワ

ラノギク群集がみられたが，1994 年(平成 6)にはグ
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ループ３の構成群落となっている．これは，河道

が安定した時期に礫河原等にオニオシノケグサな

ど様々な植が侵入し，それらが細粒土砂をトラッ

プして細粒土層が形成されたため，より比高の高

い群落に置換されたと推測される． 

最も比高が高く安定した箇所に生育するグルー

プ４は，さまざまな群落が確認され，年々植生群

落数が増加している傾向にある． 

植生立地環境図を植生類型区分図と植生図を基

に作成すると図 2･7のとおりである．多摩川 41km

～44km の 1976 年(昭和 51)年と 1999 年(平成 11)

を比較すると，水際部グループ１の面積が減少

し1976年(昭和 51)年のグループ３の区分の大半

が，グループ４に変化している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.4 植生の自然度評価 

「多摩川河川敷自然環境評価報告書 昭和 53 年

11 月」における表 2･2 の植物保全度評価基準に基づ

き自然度の評価を行った．当時のハリエンジュ群落

は「Ⅲ残されることが好ましい群落」（表 2･3参照）と

なっていたが，外来種に対する社会的位置づけの変

化や占有面積の変化等を鑑み「Ⅰ望ましくない群落」

に変更した． 

セグメント 1区間では自然系空間，⑧生態系保持

空間が広く指定されている．昭和 51 年は，自然度Ⅰ

の群落はあまり見られていないが，2005 年(平成 17)

には，自然系空間，⑧生態系保持空間のいずれにお

いても，自然度Ⅰが増加している傾向にある． 

   表 2･3 自然度評価区分の凡例 

 

図 2 ･ 8に自然度評価図及び図 2･9に自然度面積

の変化を示す． 

自然度凡例 
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図 2 ・ 8と図 2・ 9 から，1976 年(昭和 51)の植生

は，自然度Ⅰの「望ましくない群落」がほとんど見ら

れない．46kmより下流は，オギ群集が広く分布して

おり自然度Ⅳの「出来る限り保存の配慮を要する群

落」が多い．一方 46km より上流は，ツルヨシ群集や

カワラヨモギ－カワラサイコ群集，マルバヤハズソ

ウ－カワラノギク群集が多く生育することにより，

自然度Ⅴの「特に保存の配慮を要する群落」が多い

傾向となる． 

1994 年(平成 6)以降，自然度Ⅰが多くみられるよ

うになり，特に 1999 年(平成 11)と 2005 年(平成 17)

には多くなる．原因としては，1999 年(平成 11)は，

オオブタクサ群落，アレチウリ群落とハリエンジュ

群落に起因しており，2005 年(平成 17)は，ハリエン

ジュ群落の拡大が影響している． 

 

2.3 変化の著しい箇所の抽出とその要因 

 

 多摩川全体で，植生と自然度の変化図を見るとセ

グメント１の区間の変化が著しいことが確認され，

セグメント１の中でも次の４区間が特に変化の著し

い区間として抽出された． 

40.0km～44.0km，45.0km～46.0km，49.0km～50.0km，

52.0km～53.0km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各区間の変化要因を以下に示す． 

◆40.0km～44.0km 

この区間の変化要因としては，永田地区で検証され

た河道の二極化（攪乱の減少により，礫河原が樹林

に変化する過程）があげられる． 

◆45.0km～46.0km 

この区間の変化要因は，45.2km にある日野用水堰

のため，土砂が堆積しやすい傾向にあったと思われ

る．加えて，平成 3年 3 月の拝島橋竣工により澪筋が

固定化される傾向になり，河道の二極化が進行した

のではないかと推察される． 

◆49.0km～50.0km 

この区間の変化要因としては，グラウンドの存在

等により澪筋が固定され，グラウンド周辺が安定化

しグループ４の範囲が拡大したものと考えられる． 

◆52.0km～53.0km 

この区間の変化要因としては，羽村堰下流の河床

の深掘れが進んだため，水位が低下しそれにより相

対的に高水敷の比高が上がったため，高水敷の乾燥

化が進み樹林化を助長したと考えられる． 

 

2.4 植生変化のとりまとめ 

 

 自然度Ⅰ「望ましくない群落」の面積変化から

抽出される植生環境の劣化箇所は，前述した４カ

所である． 

劣化箇所を含むセグメント 1は，図 2・10 に示すと

おり比高の上昇傾向が見られる．これは，近年にお

いても継続している．特に，43～44km と 52～53km

付近は，水位低下によって大きく比高が上がった．ま

た，河道の複断面化も見られ水際の地盤高も上昇す

る傾向にある．昭和 51 年と平成 11 年の比高別の植

生立地環境の形成割合を比較すると，昭和 51 年当時

は，グループ４の占める面積が狭く，比高が 2.5m

であっても攪乱を受ける範囲が広いため，グループ

３がグループ４となる割合は非常に小さい．それに

対し，平成 11 年では，比高が 2.5m となると半数以

上がグループ４の安定した植生帯となっている．こ

れは，河道全体がハリエンジュ群落や外来植生のグ

ループ４の植生にとって生育し易い環境に変化して

いると考えられる．現在，グループ４は外来植生を

中心とした植生群落で構成され，将来，外来種群落

の占める面積が多くなることが想定される． 
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から⑧生態系保持空間の過去からの植生変化の度合

いを捉えることができた．しかし，植生が変化した

具体的な要因と課程については，前述の各グループ

毎に攪乱を受けてからの時間を考慮した変化過程の

検討，モニタリングが必要と思われ，今後の課題と

考える． 

 

3.2 具体的保全対策の実施方法 

 

具体的な対策として，以下の２つの方法があげら

れる． 

●河道整正により，高水敷の掘削と深掘れした低水

路の埋め戻しを行い，動的平衡状態の河道に戻す． 

●ZoneⅣに繁茂しているハリエンジュ等の外来種を

駆除する． 

⑧生態系保持空間での課題は侵略的外来種が拡

大し，在来植生が減少していることがあげられる．

河道整正等は，治水事業として行うことが考えられ

るが，外来種（主にハリエンジュ）の駆除を環境整

備事業として行うための，現実的な方法を以下に示

す．なお，ハリエンジュの伐採の際には，1 個体全

体（群落ごと）を刈る必要がある． 

表 3・1の 1，2，3は比較的簡単に出きる方法であ

り，これらを市民参加によって実施することも考え

られる． 

◆ ハリエンジュの駆除方法について 

文献等によると，萌芽力，繁殖力の高いハリエン

ジュ等を駆除する場合として以下の表の方法が考え

られる．それらの方法の長所・短所を整理した．ハ

リエンジュの駆除方法として薬剤を用いた方法が多

くの論文等にあるが，河道内で薬剤を用いることは

水質汚染の可能性があり，採用しにくい．また，重

機により地表を撹乱したる後に輪立ちに沿ってハリ

エンジュの萌芽が発生した事例があるため，伐採方

法は“チェーンソーによる伐採”，“伐採後萌芽刈取り”

“ 巻き枯らし”が有効と考えられる（表中に網かけ

で表示）． 

番 号  方 法 名  内 容  長 所  短 所  

，
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４. ヨシ原の保全方策 

 

⑧生態系保持空間である河口域（0km～6km 付近）

のヨシ原を対象としてヨシ原の保全方策を検討した．

検討の流れは図 4・1のようであり，まずヨシ原の生

育基盤の変遷を整理し，ヨシ原の変化を考察検証し

た．つぎに，多摩川河口のヨシ原のもつ人や生物へ

の寄与効果を把握し，ヨシ原の保全対策の必要性と

ヨシ原保全方策について検討した． 

※ヨシ原：多摩川河口でのヨシ原とは，ヨシ群落，

塩性湿地群落（ウラギク群落，シオクグ群落），干潟

等からなる河口域の多様な草地環境として定義する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1 保全対策の必要性について 

 

4.1.1 物理的基盤の変化 

1)多摩川河口の変遷 

明治期の多摩川河口部は複数に分派しており，堤

外地は果樹園(梨)・畑などの耕作されている部分が

低水路のそばまで広がり，湾曲内岸部にヨシ原が広

く見られるものの，河道内には干潟は殆どない状況

である．また，沿岸部分には広い前浜干潟が形成さ

れている（図 4・2参照）． 

その後大正期に入り多摩川下流改修工事が始まり，

連続堤防が整備されると共に，低水路の拡幅が行わ

れ，河道内に広い干潟が形成されるようになった． 

戦後から高度成長期までは，多摩川維持工事によ

る第二次浚渫，低水路の大幅な拡幅により，河道内

の干潟面積が増加する一方，川崎側の埋め立て，羽

田空港の拡張等の影響により前浜干潟はほとんど消

失した (写 4・1 参照) ． 

河道内においては，昭和 40 年代以降，干潟に植生

域が発達し始め，現在はヨシ原の面積が拡大・単調

化する傾向にある (写 4・2参照) ． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)河川改修の変遷 

 多摩川河口域は浚渫や埋立工事による河道拡幅や

低水護岸工事等が行われている (図 4・3参照) ． 
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(2)ヨシの地下茎 

 図 4・6 に示すようにヨシの地下茎は，地盤高との

相関性が強く平均満潮位以下 1.0m の範囲に集中し

ている．特に AP+1.1m～1.6m の間に集中している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)河口部の植生域の変化 

 昭和 30 年頃の空中写真をみると，河道浚渫の影響

で，河口部のヨシ原を中心とする植物帯はほとんど

見られず，植物帯の面積は 10ha に満たなかったが，

昭和 40 年以降は拡大傾向にある (図 4・7 参照) ． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)植生の変遷 

 昭和 51 年(1976)の植生図には干潟に塩性湿地植

生（ウラギク・シオクグ群落等）やヨシがバランス

良く生育し多様性が高かった．現在では塩性湿地植

生がほぼ消滅し，ヨシが卓越した単調な環境となっ

ている． 

以下に河口域の植生の変遷と図 4・8 に殿町地区 

と図 4・9に六郷地区の植生変遷図を示す． 

◆変遷 

・干潟上の土砂の堆積             (昭和 30 年後半) 

・先駆植生のウラギク群落やシオクグ群落の侵入 

・上記植生の背後地にヨシ原が侵入（1976 植生図）  

 

・植生等で囲まれたワンドなどにウラギク群落が拡大  

   昭和 57･58 年出水→ 

 

・土砂堆積によるヨシ原の拡大＋ウラギク群落の衰退        

・六郷地区ワンド部分へのヒメガマ群落の侵入・拡大 

(1984 植生図) 

 

・ヨシ原拡大＋干潟やシオクグ群落，ヒメガマ群落の縮小 

・ヨシ原のうち比高が高い部分へのアイアシ群落の侵入 

  平成 10 年出水         (1994 植生図) 

 

・ヨシ原中央部におけるアイアシ群落の拡大 

                (1999 植生図) (2002 植生図) 
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六郷地区においても殿町地区と同様な植生変化を

示している．昭和 51 年度から堆積傾向にありワンド

や水路の消失が生じ，ヨシ原が拡大している． 

 

2)ヨシ原の現状評価 

(1)ヨシ原周辺の生物の生息状況 

①魚類：汽水性魚類が多い．抽水性のヨシとの周辺

は，マハゼ等のハゼ類の幼稚魚が生息場として利用

している．泥干潟では，近年多摩川において確認さ

れたトビハゼが生息している． 

②底生動物：泥干潟ではゴカイ類が，砂干潟ではヤ

マトシジミ等の貝類が生息している．また，ヨシ原

と干潟を利用する種として，アシハラガニ等のカニ

類が生息している． 

③植物：河口域で最大の占有面積を占めヨシ群落をは

じめ，アイアシ群落は突出して拡大・増加傾向にある．

一方で，多摩川河口域で特徴的な塩生植物群落をは

じめとする群落が消失あるいは減少傾向にある． 

(2)ヨシの夏枯れについて 

 近年の多摩川河口では，ヨシが最も繁茂する夏季

において，広範囲に亘ってヨシが枯死する現象が見

られる．既往の調査結果では，多摩川河口のヨシ原

は次のような特性を持っていると整理される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆多摩川河口のヨシ原の特性 

①ヨシの根茎が最も入っている層の酸化還元電位は

いずれも－300ｍＶ以上の高い値を示し，いずれも還

元状態である． 

 

 

 

 

 

 

②標高の高いアイアシの生育基盤は還元状態ではな

い良好な生育環境となっている．今後，土砂の堆積

により，表層付近の土壌を利用するアイアシがヨシ

に変わって繁茂する可能性が高い． 

◆夏枯れの原因 

 根茎がほぼ地下水面下にあり，土砂粒径細かいた

めに水交換が行われないことや，土壌中に含まれる

有機物が嫌気的分解によりヨシの基盤が酸欠状態に

よる何らかの原因で夏枯れが生じたと推測される． 

(3)多摩川河口域のヨシ原の現状 

 多摩川河口域では，図4・11に示す5つのヨシ原（多

摩川河口・殿町・中瀬・本羽田・六郷）が存在する． 

過去と現在の植生図やこれまでに整理した断面形状

等の変化を元に，各地区におけるヨシ原の現状を整
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多摩川河口域は引き続き細流土砂の堆積により，

干潟部分の地盤高が高くなる傾向がある．そのため，

ヨシ原群落およびアイアシ群落の広がりが予想され，

多様な干潟環境（水路・入り組含む）は消失すると

思われる． 

 

4.1.3 ヨシ原のもつ効果（機能） 

 多摩川河口域のヨシ原の持つ機能を既往文献から

整理すると，以下の７項目が考えられる． 

・ 水質浄化機能 

・ 生物の生息場としての機能 

・ 河岸保護機能 

・ 景観機能 

・ 地球温暖化に対する機能（Ｃの固定化） 

・ ヒートアイランド抑制機能 

・ ヨシの有効利用面としての機能 

この機能のうち，特に多摩川河口域においては， 

「他の生物への生息場としての機能」が特に重要

であると推測される．しかし，多摩川河口域におけ

るヨシ原は将来以下の予測が考えられる． 

・干潟のヨシ原群落の拡大，陸化の進行 

・ヨシに囲まれた入り組や水路の消失 

このようなことからヨシ原の機能の課題を抽出す

ると，以下のとおりである． 

●他の生物への生息場の機能 

・ヨシ群落の拡大に伴う，河口域特有の植物群落 

（塩性湿地群落，海浜植生）の減少 

・ヨシ群落の陸化，浮遊砂の堆積，刈り取り（リタ

ー除去）等を行っていないことによる，ヨシその

ものの生育条件の悪化（過熟化）．また，それに

伴うヨシの夏枯れの発生 

・ヨシ原の多様性の低下（質の単調化・水路や入り

組みの消失）に伴う，河口域のヨシ原に依存する

特有の生物の衰退 

 

4.1.4 多摩川におけるヨシ原の保全方策の必要性 

多摩川における河口域の位置づけを整理し，河口

域において重要なハビタットであるヨシ原について，

その保全方策の必要性を整理する． 

・多摩川河口域は，⑧生態系保全空間として貴重な

生態系を保持しようとする空間であるが，河口域

のヨシ原は単調化や質的低下が起きている状態で

あり，⑧生態系保持空間の目的を満足していない． 
 

・河口域のヨシ原・干潟は，河川区域で最も高い水

質浄化機能が求められる地区であるが，陸化や管

理が不十分なことにより，ヨシ原の過熟が進むな

ど，十分な浄化機能を発揮することができなくな

っている． 
 

・河口域は汽水域であるため，固有の動植物が見ら

れると共に，多様な生物が生息する環境であるが

多摩川河口域では特有の種の減少等が顕在化し

ている． 
 

・多摩川河口域は，多摩川八景に指定されており，

多摩川らしさを代表する景勝地であるが，近年，

ヨシ原の変化や周辺の土地利用，河川利用の変化

などにより変貌しつつある． 
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以上のことから河口域のヨシ原は，⑧生態系保持

空間であり，今までの管理方法は「人為を排する」

ことを主眼に置いていた．しかし，河口域の環境（ヨ

シ原）を維持するためには，単に手をつけないで保

護するだけでなく，環境保全の観点から必要な管理

を行う必要がある． 

 

4.2 ヨシ原の保全方策の検討 

 

4.2.1 ヨシ原の保全方策の方向性 

多摩川におけるヨシ原の保全方策を立案するに

あたり，多摩川河口域に存在する 5 つのヨシ原（多

摩川河口，殿町，中瀬，本羽田，六郷）を対象とし

て，それぞれ保全方策の方向性を整理する． 

 

1)ヨシ原を保全するための目標整理 

多摩川の河口域には，健全なヨシ原が存在するこ

とが重要であり，ヨシ原の保全を実施するにあたっ

ては，多摩川河口域においてどのようなヨシ原の姿

を目標とするかを明確にしておかなければならない． 

前段の検討において多摩川河口域で特に保全が必

要なヨシ原の機能は 

 ・多様な生物の生息・生育の場としての機能 

 ・ヨシ原の水質浄化機能 

の２点であることが整理されている．ここでは，そ

れら２つの機能に関する目標値を整理しておく． 

（1）多様な生物の生息・生育の場としての機能 

多摩川河口域の健全なヨシ原を保全するには，植

物の多様性を確保することが重要である． 

植生の多様性について，その状況が判明している

なかでは，昭和 40 年代～50 年代が最も高かった． 

昭和 55 年策定の多摩川環境管理計画では，河口域に

設定された２箇所の生態系保持空間（⑧空間）の位

置づけを表 4・3 のように記述している． 

これによれば，河口域の特性は, ヨシをはじめと

しウラギク群落・アイアシ群集などの汽水域特有の

群落，ハマヒルガオなどの海浜砂丘性群落があると

ともに，それらに守られた干潟の生物群集の特異性 

多様性に価値があると整理されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 55 年当時のヨシ原は，現在のようにまとまっ

た塊として存在していたのではなく，河岸や干潟中

に島状に点在し，水路や入り組みなどの多様なハビ

タットで構成されていた． 

このような観点から，「多様な生物の生息・生育の

場としての機能」についての環境目標を次のように

設定する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「多様な生物の生息・生育の場としての機能」確

保のための目標 

ヨシを中心とし，ウラギク群落，アイアシ群集，海

浜砂丘植物群落など多様な植物相で構成されるヨシ

原を確保し，物理環境としては，干潟と一体となり
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水路や入り組み等の複雑な構造を持った状況（昭和

50 年代に見られたような環境）の復元を目標とする． 

また，それらのヨシ原において，ハゼ類などの魚類，

クロベンケイガニなどの甲殻類，干潟を利用するシ

ギ･チドリ類やヨシ原に営巣するオオヨシキリ，ヨシ

ゴイなどの鳥類，キイロホソゴミムシやヒヌマイト

トンボなど河口域の汽水環境に適応した特徴的な生

物群集が健全に生息している状態を目標とする． 

これらヨシ原内を利用する生物群集を確保するた

めには，ヨシ原を構成するヨシ及びその生育基盤が

健全になっている状態を確保する必要がある． 

（2）水質浄化機能 

多摩川河口域の水質は昭和 30 年代から 40 年代に

著しく悪化し，ほとんど生物が生息できないような

状態になったが，その後の水質規制，浄化対策等の

実施により，環境基準値を満足出来る程度に回復が

すすんでいる． 

 しかし，河口域の水質は多摩川本川や海老取川か

ら流入する汚濁負荷により東京湾に比較すれば，十

分水質が改善された状況であるとは言えない．また，

大師橋地点の水質は平成 7年以降やや悪化傾向を示

している． 

ヨシ原の水質浄化機能について，数値として目標

値を設定することは困難であるが，ヨシ原の生育域

が水質浄化機能として期待される区域であること，

近年河口域の水質悪化傾向が見られること，ヨシ原

の陸化などヨシの水質浄化機能を低下させるような

状態が確認されるようなことから，その目標を次の

うよに設定する． 

多摩川河口では，ヨシ原の陸化や土壌の還元化な

どによるヨシの夏枯れが発生し，これによりヨシ原

の水質浄化機能が低下している． 

そこで，現在のヨシ原を健全な状態に回復させる

ことにより，水質浄化機能を向上させることを目標

とする． 

 

2)ヨシ原の保全方策の方向性 

 多摩川河口域のヨシ原の現状を踏まえ以下の目標

で保全方策を示す． 

 

「多様な生物の生息・生育の場としての機能」およ

び「水質浄化機能」を確保するためには，ヨシを中

心とした多様な植物相で構成されるヨシ原を確保し，

干潟と一体となった水路や入り組み等の複雑な構造

を持った状況を保全・復元する． 

また，ヨシ原を構成するヨシ及びその生育基盤の

健全性を確保し，河口域の汽水環境に適応した特徴

的な生物群集が健全に生息している状態を確保する． 

また，⑧空間の管理，保全の方法であるが，多摩

川中・上流域と同様に，人の手を入れないで保護す

るだけではなく，環境保全の視点から人の手をいれ

た必要な管理を試み始める必要があると考える． 

図 4・12，表 4・4 に各地区のヨシ原保全方策の方向

性を示す． 
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4.2.2 地区毎のヨシ原の保全方策の立案 

1)保全対策項目の抽出 

多摩川河口域のヨシ原で実施すべき保全方策の方

向性として，以下の 7 つの項目があげられる． 

・河口域特有の希少な動植物の為の調査研究 

・エコトーンの再生 

・乾燥化対策 

・ヨシの過熟対策 

・塩性湿地植生の再生 

・海浜植生の保全 

・水際の再生 

多摩川河口域のヨシ原を健全化するためには，最

終的に，これら全てに対応することが望まれるが，

ここでは 7つの対策項目の中から，特に早急に実施

すべき対策項目を抽出し，試験施工・モニタリング

計画の検討対象とする． 

ヨシ原は，ヨシを基本とする環境であり，対策メ

ニューの中でもヨシそのものの健全化に係わる事項

を優先的に実施すべきであると考えられる． 

ヨシそのものの健全化に係わる対策としては，「ヨ

シ過熟（夏枯れ）対策」「乾燥化対策」があげられる．

乾燥化対策については，ヨシの生育基盤を盤下げる

ことで対応可能であるが，ヨシ過熟対策については，

その原因・対策手法が不明瞭であることから，早急

にヨシ原の過熟の原因を究明し対策を講じる必要が

あると考えられる． 

地区 ヨシ原の現状 現状評価 ヨシ原の保全方策の方向性 
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2)ヨシ原の保全方策に関する手法の整理 

 「ヨシ過熟（夏枯れ）」を中心としてヨシの保全方

策に関する文献及び有識者へのヒアリングを実施し

た．その結果，「ヨシ過熟（夏枯れ）」に直接に関す

る記述は見られなかったが，保全方策について以下

の参考となる知見が得られている． 

参考とした事例は以下の淀川と渡良瀬川遊水地の

事例が挙げられた． 

 

【淀川（鵜殿地区）の概要】 

鵜殿地区のヨシ原は，河床低下に伴う乾燥化によ

り衰退しており，その復元・保全対策として，切下

げ試験と導水路試験が行われた． 

切下げ試験は，高水敷を切下げ冠水頻度を増加さ

せることにより，乾燥化の改善を行うもので，平水

位～12日水位がヨシの生育に適した地盤高であると

いう知見が得られている．さらに，導水路を設置す

ることで，群落面積が拡大し，水分条件の改善により，

ヨシの保全に効果があることが確認されている． 

 

【渡良瀬遊水地の概要】 

渡良瀬遊水地におけるヨシ原浄化施設の適切な

管理を行うため，野焼きの有無によるヨシの生育に

与える影響評価が行われた． 

ヨシの生育状況は，バイオマス（乾燥重量），ヨ

シの出芽によって行われた．その結果，野焼きを行

った箇所のバイオマス（乾燥重量），ヨシの出芽がい

ずれも多く，野焼きがヨシの良好な生育に寄与して

いると評価されている． 

 

既存文献及び，学識者のヒアリング結果を基に「ヨ

シ過熟（夏枯れ）対策」を対象とした保全方策につ

いて整理した． 

「ヨシ過熟（夏枯れ）対策」としては，以下に示す

4 つの手法（水路の整備，ヨシの野焼き，ヨシの刈

取り，リターの除去）があげられる．これらの手法

は，いずれも河口域における定量的な効果が不明瞭

であるため複数の手法について試験施工を実施し，

その効果を見極めることが望まれる． 

 

(1)ヨシの生育条件 

ヨシの生育限界は，塩分 1.5～2％，酸化還元電位

（ORP 値）-150mV 以上である（有識者ヒアリング）． 

 

(2)ヨシの保全・再生手法 

●水路の整備 

【得られた知見】 

・高水敷に水路を整備し，地下水の上昇させること

でヨシの保全に高い効果を発揮する．（文献No.1） 

・淀川の鵜殿地区の事例では，幅10～20m，長さ400m

の導水路を設置し，ポンプによる揚水により通水

を行った結果，5年の試験期間中に，ヨシ群落面

積が1.6倍に増加している（文献１）． 

・土壌の還元化や高塩分濃度化により，ヨシの健全

な生育が妨げられている箇所では，水路の整備に

より土壌にフレッシュな水を供給することとな

るため，酸化還元電位（ORP値）を高める（土壌

の好気化），塩分濃度の低下に寄与する可能性が

ある．ただし，水路の整備により水環境が改善さ

れる範囲は狭い範囲に限られる可能性も指摘さ

れている（有識者ヒアリング）． 

・平成17年度に多摩川の六郷地区を対象として実施

された自然水路（水路幅5m）の横断方向の酸化還

元電位を調査結果（冬季1回）では，自然水路か

ら4mの範囲は酸化還元電位がプラスとなった（平

成17年度 多摩川・相模川河口域環境調査業務報

告書，京浜河川事務所）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

【未確認の知見】 

・データが少ないため，水路の整備によって水分

条件が改善される範囲が不明瞭な部分がある． 

・水分条件改善のための適正な水路の規模・形状

が不明瞭である． 
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●ヨシの野焼き 

【得られた知見】 

・渡良瀬遊水地の事例では，野焼きを3月に実施

することでヨシの生育状況（地上茎・地下茎の

乾燥重量，出芽数）が良好になり，ヨシが活性

化することが確認されている（文献２）． 

【未確認の知見】 

・野焼きの時期によるヨシの生育状況を比較して

いないため，最適な野焼きの時期については不

明瞭である． 

●ヨシの刈取り 

【得られた知見】 

・ヨシ刈りは，ヨシ原の維持のため世界中で行わ

れている手法である．土壌が還元化している環

境では，ヨシ刈取りを行うことによりヨシの茎

から土中への酸素供給されるため，有効な手法

であると考えられる（有識者ヒアリング）． 

・ヨシの刈り取り時期については，ヨシの土中へ

の酸素供給のメカニズムから，夏季は昨年度の

枯れたヨシがない状態，冬季は立ち枯れと根茎

のみのヨシが半々で構成される状態にするこ

とが望ましい（有識者ヒアリング）． 

【未確認の知見】 

・ヨシ原の活性化に効果的な刈取りの時期につい

ての知見は得られていない． 

●リターの除去（リター：落葉・枯死体） 

【得られた知見】 

・ヨシの生育基盤に堆積したリターを除去するこ

とで，ヨシの芽生えの阻害物が除去されると共

に土壌が直接空気と触れるため，土壌が好気化

され健全なヨシが生育可能となる（有識者ヒア

リング）． 

【未確認の知見】 

・効果的なリターの除去の時期，についての知見

は得られていない． 

また，どの程度のリターの堆積厚が土壌に影響

を与えるのか不明瞭である． 

・文献１「淀川生態環境調査検討業務 報告書」 

（財）河川環境管理財団 2003～2005 年 

・文献２「利根川上流生態系河道計画検討業務 報

告書」利根川上流河川事務所 2005 年 

 

4.3 試験施工・モニタリング計画の立案 

 

前項の整理結果を基に，過熟(夏枯れ)対策に主眼

をおいた試験施工計画及びモニタリング計画を立案

する． 

1)試験施工対象箇所の検討 

試験施工対象箇所については，現状でヨシの夏枯

れが確認されている地区を対象とする． 

試験施工においては，夏枯れの効果的な対策が明

確になっていないため，様々なパターンの試験を行

うことが考えられる．そこで，最も広いヨシ群落が

存在する六郷地区を試験施工対象箇所とする． 

2)試験施工内容の検討 

前項のヨシの夏枯れ対策については，定量的な効果

について不明瞭な点があることから，試験施工では複

数の手法を実施することとする．また，比較的簡易に

実施でき（環境の改変度合いが少なく）且つ多摩川河

口に適応可能な手法を対象とすることとする． 

 

手法 試験施工への適応 
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各種法の試験施工への適応性については，次の通

りであり，試験施工としては，「水路の整備」，「ヨシ

の刈取り」，「リターの除去」の 3つの手法を対象と

する． 

(1)水路試験区 

○水路試験区の目的 

水路を施工することで，ヨシの生育基盤がどのよう

に変化するか．（地下水，酸化還元電位，塩分濃度） 

また，その変化はどの程度の範囲であるか．（敷高の

違いによる差異）また，生育基盤（塩分濃度等）の変

化により，ヨシの生育状況（草丈・密度・茎の太さ）

はどのように変化するかの目的で実施しする．表4・6，

図4・14に試験パターンとイメージ図を示す． 

表 4・6 水路試験区の試験パターン 

No. 
試験区 

パターン 

(水路敷高) 

土中水 

交換量 
ねらい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)ヨシ刈り試験区 

○ヨシ刈り試験区の目的 

ヨシ刈り，リターの除去を行うことで，ヨシの生

育基盤がどのように変化するか．（酸化還元電位）ま 

た，障害物（枯死したヨシ，リター）の除去や生育

基盤（酸化還元電位）の変化により，ヨシの生育状

況（芽生えの状況，草丈，密度，茎の太さ）はどのよ

うに変化するかの目的で実施する．  

表 4・7，図 4・15 に試験パターンとイメージ図を示

す． 

表 4・7 ヨシ刈り試験区の試験パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)モニタリング計画 

 モニタリング調査として表 4・8及び表 4・9に示す

項目を提案した．なお，これらの調査実施にあたっ

ては住民や NPO の協力を得る必要があると考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験区パターン 
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５. 今後の課題 

 

今回の検討で，通常の河川管理によって得られる

指標をもとに河川環境の場の変化を確認した．その

結果河川整備計画の機能区分のうち⑧空間の変化が

激しく，その空間の管理を如何に実施していくかが

課題となった．その為には，人を近づけない管理を

実施してきた⑧空間を，環境保全の視点から手を加

える管理へ移行する必要があるとした． 

残された課題は以下のようである． 

・中上流域 

  生態系保持空間（⑧空間）の生態系としての質

をどう評価をどうするのか．また，侵略的外来種

の除去方法と植生管理および河道管理の手法をど

う実施するか． 

・河口域 

  ヨシ原の夏枯れについて試験施工・モニタリン

グ計画の立案を実施したが，対策手法の効果に関

する知見は不十分であり，モニタリングを実施し

ながらヨシ原の環境保全計画の策定を目指す． 

また，多摩川の河川環境管理を行うためには，市

民の方々の協力が不可欠であり，市民と協働した河

川環境管理の仕組み作りも重要な検討事項である． 

今後，現在多摩川で実施している試験施工（永田

地区や四谷地区の礫河原の再生）やこれから河口域

で行う試験施工の評価を行い，知見の増大化を図り，

さらに取り組みを行う仕組みを確保ことが重要であ

る． 
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表 4・9 ヨシ原試験区調査項目 

ねらい 数量
調査
期間

調査頻度

基礎情報として水路の水質を把
握

1箇所 3年 春、秋

86箇所
※ 1回

21箇所

酸化還元電位

土壌調査 塩分濃度

粒度組成 12箇所 1年 1回

15箇所
※ 1回

6箇所

酸化還元電位

土壌調査 塩分濃度

粒度組成 3箇所 1年 1回

15箇所※ 3年 2回

※2年目以降は、地点数を絞って追跡することを予定する。

毎月

コ
ド
ラ
ー

ト
調
査

ヨシ生育状況調査

地下水(水位,DO,ｐH)調査

水質調査
(水温,DO,BOD,塩分濃度,T-P,T-N)

試験パターンの違いによる生育
基盤（地下水、土壌環境）の変
化把握
生育基盤の変化に伴うヨシの生
育状況（草丈、密度、茎の太さ）
の変化把握

86箇所
※

ヨシ生育状況調査

試験パターンの違いによる生育
基盤（地下水、土壌環境、リター
堆積量）の変化把握
生育基盤の変化に伴うヨシの生
育状況（草丈、密度、茎の太さ）
の変化把握

3年
地下水(水位,DO,ｐH)調査

ヨ
シ
刈
り
試
験
区

水
路
試
験
区

【調査目的】
 ・試験施工の手法別にヨシの生育基盤、生育状況の変化を把握し、ヨシ健全化のための知見を取得

調査項目

毎月
15箇所

※

リター堆積

3年

コ
ド
ラ
ー

ト
調
査
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5.霞ヶ浦の波浪対策と湖岸堤整備 
 

戸谷 英雄* ・玉川 勝巳** ・今井 聡*** 

 

 

1. 研究の目的 

霞ヶ浦は湖面積約 220km2であり，我が国第二位の

面積を誇る湖である．通常，堤防は計画高水流量以

下の流水を越流させないよう設けるべきものであり，

洪水時の波浪，うねり，跳水等による一時的な水位

に対して，堤防の高さに余裕高をとる必要がある．

一方，水面積の大きい湖沼等の計画高水流量が定め

られない湖沼の湖岸堤の高さについては，計画高水

位に波浪や吹き寄せの影響を考慮する必要がある． 

よって，本研究では，霞ヶ浦の波浪の基本的特性

を整理し，各既設堤防形状別の波浪対策を考慮した

湖岸堤整備計画の検討を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1･1 霞ヶ浦全体図 

2. 波浪対策の基本検討方法 

2.1 波浪対策の基本検討 

 

「河川管理施設等構造令」によれば，「波浪の影響

に考慮して認められる値」については，波浪による

打上げ，風による吹き寄せ等について配慮する必要

があるものであり，その検討にあたっては，地形に

よる波浪の増幅又は減衰，河道又は湖沼の副振動あ

るいはセイシュ，波浪の方向，屈折，回折および反

射，消波の効果，堤防の構造等のほか，堤内地の利

用状況および許容越波量，関連他事業計画との調整

等の外的環境条件についても十分配慮する必要があ

るとされている． 

霞ヶ浦等の湖でも，湖岸堤の整備にあたっては，

波浪を考慮した堤防高を検討する必要がある．そこ

でまず，風による水位上昇（吹き寄せ）および風浪

の発生特性を把握し，波の打上げ高を評価すること

により，湖岸堤の必要高の検討を行った． 

波浪対策の基本検討の流れを図 2･1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2･1 波浪対策の基本検討フロー 

   *（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第四部長 

  **（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第四部研究員 

 ***（株）建設技術研究所 海岸海洋室 主任 

１．気象・海象・水文データ等の収集整理 

２．気象・湖象特性の整理

３．波浪推算モデルの検討

４．吹き寄せによる水位上昇量の推算

５．100 年確率風速時の波の打ち上げ高の推算
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2.6 100 年確率風速時の波の打ち上げ高の推算 

前節までに検討した，風と波浪の発生特性，吹き

寄せによる水位上昇量をふまえ，霞ヶ浦湖岸堤への

波の打ち上げ高を推算し，打ち上げ高に対する堤防

の必要天端高の評価を行った． 

 

2.6.1 沿岸のブロック分割と代表断面の設定 

波の打ち上げに対する堤防の必要天端高の評価に

あたり，湖岸線の平面形状を勘案して沿岸をブロッ

ク分割し，ブロック毎の代表断面を設定した．沿岸

のブロック分割は，図 2･22に示すように設定した． 

ここで，代表地点は，危険側の評価となるように

地先別に水位上昇量と波高の推算値の和を算出し，

これがブロック内で最大となる地先とした．波のう

ちあげ高を推算する風向も，波浪の影響が大きくな

る方向として，代表地点で水位上昇量と波高の推算

値の和が最大となるときの風向きとした．代表断面

は，平成 13年広域深浅測量結果に基づき，風向の方

向で設定した． 

 

 

図 2･22 沿岸ブロックと代表断面の設定（図中の赤線は，検討の対象とした風向を示す） 

図 2･21 30 年確率風速時の水位上昇量平面分布 

（風向：SE方向） 

図2･20 100年確率風速時の水位上昇量平面分布

（風向：SE方向） 
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6.樋管工事に伴うオニバスのミティゲーション 
 

戸谷 英雄* ・玉川 勝巳** 

 

 

1. 研究の目的 

矢作樋管は，矢作川の洪水流を排水する目的で茨

城県坂東市に設置されているが，老朽化に加え，矢

作川の流下能力に対して樋管や機場の排水能力が不

足しているため，改築が計画されている． 

一方，既存樋管に隣接する計画予定地には，雨水

溜まりによる湿性地（以下，矢作湿地とする）が形

成されており，絶滅危惧種であるオニバスをはじめ

とする多様な湿生植物の生育が確認されている． 

このため，樋管改築にあたっては，オニバスに代

表される豊かな湿生植物に配慮しつつ実施する必要

がある．本研究は，樋管改築に伴うオニバス等の重

要な湿生植物の保全手法（ミティゲーション）につ

いて検討を行ったものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1･1 矢作樋管改築計画および矢作湿地位置図 

2. 研究の内容 

本研究では，矢作湿地の底泥を異なる湿性環境へ

移植する試験によって，オニバスをはじめとする湿 

 

 

 

生植物の発芽・生育状況の確認とオニバスの生育環

境条件の把握を行い，ミティゲーションのための代

償地となり得る環境条件について検討を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2･1 オニバス保全手法の検討フロー 

3. 既往知見の整理 

本研究を行うにあたり，オニバスの生態，矢作湿

地の成立過程，矢作湿地における生育状況等につい

て既往知見を整理，把握した． 

*（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第四部長 

**（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第四部研究員 

1.既往知見の整理 

2.試験手法の検討 

4.試験結果の整理 

5.試験結果の考察 

①オニバスの生態 

②矢作湿地の成立過程 

③矢作湿地のオニバスの生育状況

①試験区 

②移植手法 

③調査項目 

①発芽・生育状況 

②生育環境条件 

③生育阻害要因 

①既往知見との比較 

②生育環境条件についての考察 

③生育環境としての考察 

6.オニバス保全措置の検討 

①保全手法の選定 

②移植に係わる検討 

③まとめ 

④今後の方向性 

3.試験実施・モニタリング 

①試験準備 

②移植・モニタリング 

オニバス生育

矢作樋管・排水機場

改築樋管
湿地

50m 
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3.1 オニバスの生態 

3.1.1 一般生態 1)2) 

オニバスはスイレン科に属し，本州，四国，九州

のやや富栄養化した湖沼，ため池，河川などに生育

する一年生の浮葉植物である． 

成長した浮葉は直径 1.0～1.5m 程度，時に 2.0m

を超え，全体に鋭く堅いトゲがある．5～6月に発芽

成長し，8～9月に花をつけ結実し，10 月には枯死す

る． 

本種の花は，開花せず水中で自家受粉して結実す

る閉鎖花と，水面上に出て開花する開放花があるが，

種子の生産のほとんどが閉鎖花で行われる．種子は

寒天質の仮種皮と呼ばれる膜に包まれ，直径約 1cm

程度である．種子は休眠性が高く，1 越冬後の発芽

率は約 10％，2越冬後で約 20％程度であり，埋土種

子として数年～数十年間も生存することが可能であ

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3･1 矢作湿地のオニバス（H16 年 8月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3･2 矢作湿地オニバスの種子（H16 年 8 月） 

3.1.2 分布 

オニバスの北限は，太平洋側では宮城県，日本海

側では新潟県であった（岡田要之助，1935）が，宮

城県では戦後絶滅が確認されており（角野康郎，

1983），現在の分布北限は太平洋側では茨城県，日本

海側では新潟県となっている．以上のことから，矢

作湿地のオニバス生育地は重要な存在であるといえ

る（小幡和男，2006）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3･3 わが国におけるオニバスの分布 

「角野康郎（1994）：日本水草図鑑，文一総合出版」より

引用（一部加筆） 

 

3.1.3 レッドデータブック選定状況 6)7) 

オニバスは，戦後，日本各地における農地改良に

よるため池の埋め立てや河川改修等により，その生

育地が消失し，絶滅の危機が増大している種となっ

ている． 

このため，環境庁レッドデータブックでは絶滅危

惧Ⅱ類（VU ランク），茨城県レッドデータブックで

は絶滅危惧種（E ランク）といったように，全国レ

ベル，地方レベルでも絶滅危惧種として指定され，

その保全・保護が求められている． 

矢作の生育地  

凡 例

●：「産地が市町村ま
で特定でき、種
の同定が確実な
標本」があるも
の。

○：「産地が市町村ま
で特定でき、著
者が同定を信用
できると判断し
た標本」がある
もの。また「文
献情報と著者の
オリジナル情報
（フィールドノ
ートの記録）とで
判断」したもの。
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6.2 生育環境条件 

6.2.1 水質状況 

矢作湿地は雨水によって形成される湿地であるが

周辺は水田であることから，水質の検討にあたって

は，まず「矢作湿地」の水質を農業用水水質基準と

比較し，次に各試験区の水質を「矢作湿地」の水質

と比較し，検討した． 

 

［1］水温 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

5月 6月 7月 8月 9月 10月

水
温
（℃

）

矢作湿地

とんぼの池

創造の池

図 6･6 水温の推移（3地区） 

 

1) 「矢作湿地」対照区 

試験期間を通して 17.9～29.3℃の範囲で推移し，

6月にピークをむかえ，その後緩やかに低下し，8～

9月にかけては約 8℃低下した． 

 

2) 「とんぼの池」試験区 

試験期間を通して 13.8～28.0℃の範囲で推移し，

緩やかに上昇し 7 月にピークをむかえ，8 月は横ば

い，その後 8～9月にかけては約 10℃低下した． 

「矢作湿地」と比較すると，8月を除いては 1～4℃

程低く推移した． 

 

3) 「創造の池」試験区 

試験期間を通して 20.0～32.5℃の範囲で推移し，

6～7月にかけて急激に上昇しピークをむかえ，その

後 8～9月にかけては約 7℃低下した． 

「矢作湿地」と比較すると，7 月の上昇が顕著で

あり，以後も 2～3℃程高めに推移した． 

［2］pH 

図 6･7 pH の推移（3地区） 

 

1) 「矢作湿地」対照区 

試験期間を通してpH値6.8～7.4の範囲で推移し，

農業用水の基準値の範囲内であった．

pH については，特筆すべき状況はみられない． 

 2) 「とんぼの池」試験区 

試験期間を通してpH値7.1～7.6の範囲で推移し，

「矢作湿地」同様，農業用水の基準値の範囲内であ

った．

試験池水際部からpH値8.0程度のアルカリ性を示

す絞り水（地質因子によりアルカリ性を示している

と推察される）が流入していることが要因であると

推察される． 

 

3) 「創造の池」試験区 

試験期間を通してpH値8.6～9.7の範囲で推移し，

「矢作湿地」より高いアルカリ性の傾向を示す結果

であった． 

生活雑排水等の流入がみられ水質の富栄養化が顕

著な閉鎖性水域であることから，流入物質の影響や

植物プランクトンによる炭酸同化作用（光合成）に

よる炭酸の消費により高い塩基性の傾向を示してい

ると推察される． 
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7. 川づくり案検討過程における

住民参加に関する研究

鈴木 俊行* ・小松 俊一** ・谷 拓也***

1. はじめに 

平成９年の新河川法成立により，河川管理の目的と

して「治水」，「利水」，に加え，「河川環境」（水質，景

観，生態系等）の整備と保全が位置付けられ，河川整

備計画は地域住民の意見を反映させながら定めていく

こととなった． 

このような背景の中，十勝川と札内川合流点周辺の

十勝川相生中島地区の河川整備・河川空間の利用につ

いて，地域住民の意見を川づくりに活かすため，平成

14 年度から平成 16 年度の３カ年にわたり「十勝川相

生中島地区川づくりワークショップ（以下ＷＳ）」で議

論を重ね，｢十勝川相生中島地区川づくり案（以下川づ

くり案）｣を作成し，一定の合意形成を行うことができ

た（川人ほか，2004）． 

本報告では，課題であったより広範な地域住民の考

え方を反映した川づくり案とすることを目的として実

施したアンケート調査結果について報告する．  

2. 今までの経緯 

2.1十勝川相生中島地区の現況 

十勝川相生中島地区は十勝川と札内川との合流点付

近に位置し（写真2･1），河川の湾曲等による流下能力

不足（図2･1）のために治水対策が求められている． 

一方，帯広市街地近郊において，ケショウヤナギ・

ハルニレといった河畔林やショウドウツバメの営巣地

をはじめとした自然環境が市街地近傍で残る地域でも 

 

 

 

 

あり，これらの自然環境に配慮した川づくりが必要で

ある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2十勝川相生中島地区ＷＳと川づくり案 

そこで，計画段階から住民参加を行い，河川への関

心を高め，地域住民の意見を反映した川づくり案を作

成するために，一般公募した地域住民20名，周辺自治

体の帯広市・音更町・幕別町，学識経験者及び河川管 

 

 

 

*（財）河川環境管理財団 北海道事務所 所長

**（財）河川環境管理財団 北海道事務所 次長

***（財）河川環境管理財団 北海道事務所 調査課 技術員

帯広川

十勝川

札内川

下流

帯広市
音更町

幕別町

十勝川相生中島地区

写真2･1 十勝川相生中島地区 

途別川 札内川

↓

千代田堰堤

↑

士幌川 音更川

 流量(m3/s) 計画高水流量

44 46 48 50 52 54 56 58 60

↓

↑

8000

6000

4000

2000

42
距離（㎞）

十勝中央大橋

幕別町

池田町

十勝大橋 すずらん大橋

帯広市

音更町相生中島地区

流下能力(m3/s)

（千代田新水路完成後の流下能力）
・現況流下能力は、準２次元不等流計算で算出
・河道状況は、平成１３年度測量断面、平成８年度樹木を現状とした

図2･1 十勝川相生中島地区周辺の流下能力模式図
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8. 那珂川河口域における維持流量に関する研究 
 

小林 豊*・鶴田 康幸**・田井 穣二*** 

 
 

1. はじめに 

(1)研究の目的 

河口域は水位・流速，塩分濃度，懸濁態物質等

が時間的に周期変動し，多様な物理・化学環境，

生態系環境を形成している 1)．このため，生態系

に係る維持流量に関して，生息・生育条件となる

指標が必ずしも整理されておらず，今後の調査・

研究成果が待たれる領域となっている．一方，舟

運，塩害の防止などの利水面については物理条件，

化学指標を満足させる流量が維持流量として設定

されている．しかしこの流量においても，河口域

の地形，河道特性，潮位等の外力によって複雑な

水理現象が生じることから，維持流量の設定には

高度な分析や塩分遡上シミュレーションが必要と

なる． 

本研究では，水利用が盛んな感潮区間の維持流

量の研究として，一級河川那珂川の河口域での塩

害防止のための必要流量を，３次元モデルの塩水

遡上シミュレーションにより求めた事例を紹介し，

今後の河口域の動植物の生育・生息環境の保全の

ための必要流量の設定に向けての一歩としたい． 

 

(2)河川の特徴 

研究対象河川の那珂川は，下流部に長大な感潮

区間を有し，汽水域を含む河川水域は，多様な動

植物の生育・生息環境の場として重要である他，

沿川地域へのかんがい，上水道，工業水道の各用

水としての水利用が行われている(図 1･1 参照)． 

 

渇水時には，塩水が河口から約 18km まで遡上し，

赤潮の発生や，水利用にあたっては取水制限や上

流からの振替え取水及び塩水濃度を監視しながら

の取水（潮見運転）を余儀なくされている． 

近年は渇水が頻発しており，河川流況の安定化

や赤潮の発生の抑制など流水管理上，維持流量の

究明と確保が課題となっている 2)． 
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図 1･1 那珂川河口部概要図 

 

 

 
*（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第三部長 

**（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第三部主任研究員 
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9. 河道維持管理システムに関する検討 
 

山本 晃一*・戸谷 英雄**・阿左美 敏和*** 

 

 

 

1. はじめに 

河道の安全性は，長期間継続的に実施してきた各

種の治水事業により，飛躍的に向上してきた． 

一方で近年，主に上流域から河口部までの土砂の

移動状況，流況，流域の諸条件等の変化に起因して，

治水，河川環境，河川利用等の機能が低下する問題

が顕在化している． 

現在，各河川で河川整備計画が検討・策定されて

いるが，例えば河道掘削等の流下能力向上対策を実

施したとしても，維持管理が実施されなければ，樹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林化等の影響によって治水機能が急速に低下する場

合があり，投資効果が保たれない． 

顕在化している問題点を的確に把握し洪水時の安

全性等を評価するためには，経験に伴う高度な知識

や複雑な分析・解析が必要となることが多く，現場

を見ただけでは定量的な評価が難しい． 

そのため，河道の状態や変化を日常の観察点検に

より的確に把握し，現在の知見，情報をもとに河川

の安全性を適正に評価し，機能の低下を適切な手当

てによっていかに最小限に抑えていくか，その仕組

み，方法論を確立する必要がある．ここに維持管理

の本質がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 所長 

**（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第四部長 

***（財）河川環境管理財団 河川環境総合研究所 研究第四部研究員 

図 1･1 河道管理の意義と概念 
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構造物の上下流などによるところが大きく，すべて

の箇所・区間で生じるとは限らないため，河道特性

等を踏まえて評価手法を変える必要がある． 

側方侵食・洗掘を評価する際には，侵食が生じや

すい箇所が移動するか否かの観点から対象区間を緩

流区間（例えばセグメント 2-2），急流区間（例えば

扇状地河川，セグメント 1,2-1）に分け，それぞれ

評価する．図 5･7に評価フローを示す． 

急流区間では，どの断面でも侵食，洗掘が生じる

可能性があるとし，全区間を評価対象区間とするこ

とを基本とするが，河道特性及び過去の被災特性等

も踏まえて評価対象区間を適切に設定する． 

緩流区間では，侵食や洗掘が生じる区間は平面形

状等の河道特性と密接に関わっていることから，全

ての区間を評価対象とせず，河道特性及び過去の被

災特性等を踏まえて評価対象区間を適切に設定する． 

 

2) 被災パターンに応じた評価手法の選定 

評価対象となった区間は，護岸の設置状況に応じ

た評価手法を選定する． 

護岸設置区間に対する評価は，「側方侵食に対する

評価」と「護岸基礎高に対する評価」とを複合して

評価するものとする．これは，被災パターンとして， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず低水護岸又は堤防護岸の基礎が洗掘被災し，そ

の後，高水敷が横方向に侵食され，堤防の侵食被災

に至る，という過程が想定されるためである． 

したがって，洗掘評価は護岸基礎高評価（縦方向）

と高水敷側方侵食評価（横方向）を複合して評価す

るものとする（図 5･8）． 

 

図 5･8 護岸のある断面の評価イメージ（複合評価） 

 

低水護岸が設置されていない箇所については，側

方侵食評価（横方向）のみの評価方法を用いること

とする（図 5･9）．本来の正常な機能を有していない

護岸は，護岸がないものとして，護岸がない場合の

評価方法により検討する． 

 

 

 

 

図 5･9 護岸のない断面の評価イメージ（側方侵食

のみ評価） 
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図 5･7 高水敷側方侵食・低水路局所洗掘の評価フロー 
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注）護岸基礎高等とは，護岸基礎高又は根固工が屈撓しても洗掘

に対処できる高さのことを指す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5･21 護岸基礎，根固め工の屈撓と洗掘評価図 

 

根固め工周辺の河床低下や洗掘が進行すると，敷

設地点の横断形状は図 5･21のように変形する．施設

幅は，護岸基礎前面の河床が低下しない幅を確保す

る必要がある．すなわち，護岸前面に河床低下が生

じても最低1列もしくは2m程度以上の平坦幅が確保

されることが必要とされる．したがって，施設幅 Bc

は，根固め工施設高と最深河床高の評価高の高低差

ΔZを用いれば幾何学的に次式となる． 

Bc=Ln+ΔZ/sinθ･･････(7･3) 

ここで，Ln：護岸前面の平坦幅（ブロック 1 列も

しくは 2m 程度以上）(m)，θ：河床洗掘時の斜面勾

配（=30°），ΔZ：根固め工施設高から最深河床高の

評価高までの高低差(m) 

斜面勾配θは，河床材料の水中安息角程度になる

が，安全を考えると一般に 30°とすればよい．以上

より，基礎工天端高が設定されれば，最深河床高を

評価することにより，照査の目標とする施設幅を算

定できる． 

 

⑨ 洗掘に対する安全性評価(複合評価) 

洗掘に対する安全性評価は，高水敷幅と護岸基礎

高等の 2 つの評価項目を組み合わせた複合評価とす

る． 

洗掘に対する安全性評価を複合して評価する理由

は，低水護岸又は堤防護岸の基礎周辺が洗掘被災す

ると，その後，高水敷が横方向に侵食され，堤防の

侵食被災に至る場合があるためである． 

護岸基礎高等の評価が b，高水敷評価が c の場合

が極めて危険であることから，評価を Dとする． 
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